
第10回
在宅医療勉強会

第1回から第9回までのおさらい



往診料

患者の求めに応じて患家を訪問して
診療を行った場合に算定

• 初診料又は再診料と併せて算定可
能

• 回数の制限はなく必要があれば1
日2回以上実施(算定)可能

• 同一日に訪問診療と往診を行った
場合はどちらか一方しか算定でき
ないが、訪問診療後に急変等で往
診した場合は算定可能

• 同一患家又は有料老人ホーム等
で同一患家とみなすことが適当で
ある場合、2人目以降の患者につ
いては往診料は算定せず、初診料
又は再診料を算定する



往診料の加算

• 緊急往診加算

• 夜間・休日往診加算

• 深夜往診加算

• 患家診療時間加算

• 往診時医療情報連携加算

• 介護保健施設等連携往診加算

• 在宅緩和ケア充実診療所・病院加

算

• 在宅療養実績加算１・２

• 在宅ターミナルケア加算

• 看取り加算

• 死亡診断加算

• 酸素療法加算



算定例

＜平日の診療時間 9時から17時＞

1/24（金）17:30に往診を行った場合

往診料＋再診料＋時間外加算

※往診料に時間外加算はありません。

※時間外、夜間、深夜の加算は、医師が患家に到着した時間です。



在宅患者訪問診療料

自力での通院が困難な患者の症状の悪化を
事前に防ぐことを目的に、計画的かつ定期的
に自宅などを訪問して診療した場合に算定

• 在宅患者訪問診療料（Ⅰ）1

同一建物居住者以外の場合

同一建物居住者の場合

• 在宅患者訪問診療料（Ⅰ）２

同一建物居住者以外の場合

同一建物居住者の場合

• 在宅患者訪問診療料（Ⅱ）

イ 定期的な訪問診療を行った場合

ロ 他の医療機関の依頼により訪問診療を行った場合



在宅患者訪問診療料(Ⅰ)１

• 1つの医療機関が算定

• 1日につき1回に限り算定可

• 週3回まで算定可(厚生労働大
臣が定める疾病等別表第7に該
当する患者、急性増悪期の患
者は週3回以上の訪問診療も
可)

• 在宅悪性腫瘍患者共同指導管
理料を算定する場合に限り、2
つの医療機関が1日につき1回
に限り算定可

• 初診料の算定日には算定不可

• 訪問診療を始めた月を含め
て6ヶ月間算定可

• 厚生労働大臣が定める疾
病等別表第7に該当する患
者は6ヶ月を超えて算定可

• 月1回に限り算定可

• 有料老人ホーム等と同一敷地内または
隣接する敷地内にある医療機関が、併
設する有料老人ホーム等い入居す

• る患者に訪問診療を行った場合に算定

• 有料老人ホーム等に入居する患者とは

• 1.施設総管の算定対象となる患者

• 2.障害福祉サービスを行う施設及び事業
所、福祉ホームに入居する患者

• 3.小規模多機能型居宅介護又は看護小
規模多機能型居宅介護における宿泊
サービスを利用中の患者

在宅患者訪問診療料(Ⅰ)２ 在宅患者訪問診療料(Ⅱ)



同一建物居住者
同一建物居住者に
該当しないケース

同じ施設やマンションなどの集
合住宅に２人以上の患者がい
て、それらの患者に対して同じ
日に訪問診療を行った場合に
は「同一建物居住者」のルール
が適応されます。

• 往診を実施した患者
• 末期がんと診断された後に、訪問診
療を開始した日から６０日以内の患
者

• 死亡日から遡って３０日以内の患者
• 同一敷地や隣接地に集まった建物
の各棟

• 渡り廊下でつながった建物



同一建物居住者として扱われる
施設・サービスの利用者

• マンションなどの集合住宅

• サービス付き高齢者向け
住宅

• 養護老人ホーム

• 軽費老人ホーム

• 有料老人ホーム

• 特別養護老人ホーム

• 短期入所生活介護（介護
予防含む）

• グループホーム（介護予防
含む）

• 小規模多機能型居宅介護
（介護予防含む・宿泊サー
ビス利用時に限る）

• 看護小規模多機能型居宅
介護（介護予防含む・宿泊
サービス利用時に限る）



同一患家とは

同じ家（同じ１つの世帯）に２人以上の

患者がいる場合（例えば、同じ家に住む

夫と妻、親と子がそろって患者という場合）

に適応されるルールです。

また、有料老人ホーム等でも夫婦同室等

の場合は同一患家とみなされます。



算定例

ＡマンションにＢさん宅とＣさん宅があり、ＢさんＣさんともに夫婦で同じ医
療機関から訪問診療を受けている

Ｂさんの夫とＣさんの夫に訪問診療を行った場合

Ｂさん夫：在宅患者訪問診療料Ⅰの１

同一建物居住者の場合を算定

Ｃさん夫：在宅患者訪問診療料Ⅰの１

同一建物居住者の場合を算定



在宅時医学総合管理料
(在医総管)

• 患者の自宅(一軒家・マンション等)

• 小規模多機能型居宅介護

• 看護小規模多機能型居宅介護

施設入居時医学総合管理料
(施医総管)

• 養護・経費・有料老人ホーム

• 特別養護老人ホーム(末期の悪性腫瘍、
死亡日から遡って30日以内の患者に限る)

• サービス付き高齢者向け住宅

• グループホーム

• ショートステイ

(短期入所生活介護)

(介護予防短期入所生活介護)



• 計画的な医学管理の下に定期的な訪問診療
を行っている場合に、所定点数を月1回に限
り算定する

• 往診のみでは不可

• 施設基準、訪問回数、別に厚生労働大臣が
定める状態の患者かどうか、単一建物診療
患者の人数によって点数が異なる

• 別に厚生労働大臣が定める診療に係る費用
および投薬の費用は、所定点数に含まれる



別に厚生労働大臣が定める状態とは

疾患

• 末期の悪性腫瘍

• スモン

• 後天性免疫不全症候
群

• 脊髄損傷

• 真皮を越える褥瘡

• 指定難病

状態

• 在宅自己連続携行式腹膜灌流

• 在宅血液透析

• 在宅酸素療法

• 在宅自己導尿

• 在宅人工呼吸

• 在宅中心静脈栄養法

• 在宅成分栄養経管栄養法

• 植込型脳・脊髄刺激装置による
疼痛管理

• 肺高血圧症であって、プロスタ
グランジンⅠ2製剤を投与

• 気管切開

• 気管カニューレを使用

• ドレーンチューブ又は留置カ
テーテルを使用（胃瘻カテーテ
ルは含まれない）

• 人工肛門又は人工膀胱を設置



単一建物診療患者の人数

単一建物

1つの建物(個人宅や1施設)

単一建物診療患者の人数

単一建物に住んでいる人のうち

医学管理を行う患者の人数

同一建物居住者

ひとつの医療機関が、同一日に
同一建物の患者2人以上に訪問
診療や訪問看護を行った場合

「同一建物居住者」として扱う



単一建物診療患者の人数
1人、2人～9人、10人～19人、20人～49人、
50人以上

別に厚生労働大臣が定める状態の患者かどう
か

別に定められている状態・疾患の場合、高
い点数が算定できる

ひと月の定期訪問回数
月1回、月1回のうち2月目は情報通信機
器を用いた診療、月2回以上、月2回以上
のうち1回は情報通信機器を用いた診療

在医総管・施設総管を算定するもののうち、
• 同居する同一世帯の患者が2人以上の
場合

在医総管を算定するもののうち、
• 1建物の患者数が戸数の10％以下の
場合

• 1建物の戸数が20戸未満であって、患
者が2人以下の場合

「単一建物診療患者が1人の場合」
を算定する





算定例

診療場所：患者の個人宅(一軒家)

単一建物診療患者：２人(Aさん・Bさん)・同一世帯の夫婦

ひと月の訪問回数：月２回・いずれも対面診察

厚生労働省が定める状態、疾患に該当しない。

Aさん：在医総管(月2回以上・1人)

Bさん：在医総管(月2回以上・1人)



在医総管と施医総管に対する加算

• 在宅療養移行加算

• 在宅データ提出加算

• 在宅緩和ケア充実診療所・病院加
算

• 在宅療養実績加算

• 在宅医療情報連携加算

• 包括的支援加算

• 在宅移行早期加算

• 頻回訪問加算

• 処方箋無交付加算



算定例

半年程前に他院を退院後、通院していた患者が、今月から在宅医療に移
行し、在医総管の算定を始めた患者に在宅移行早期加算は算定できるか

算定可能

（今月を含め3月以内の期間、退院後1年を経過するまでは加算できる。）



在医総管・施設総管に包括される項目

• 衛生材料等提供加算

• 在宅寝たきり患者処置指
導管理料

• 投薬の費用(処方箋料、外
来受診時の投薬費用含
む)

• 情報通信機器を用いた場
合の再診料

• 特定疾患療養管理料

• 小児特定疾患カウンセリン
グ料

• 小児科療養指導料

• てんかん指導料

• 難病外来指導管理料

• 皮膚科特定疾患指導管理
料

• 小児悪性腫瘍患者指導管
理料

• 糖尿病透析予防指導管理
料

• 慢性腎臓病透析予防指導
管理料

• 生活習慣病管理料(Ⅰ)(Ⅱ)



在医総管・施医総管に包括される項目

• 創傷処置

• 爪甲除去

• 穿刺排膿後薬液注入

• 喀痰吸引

• 干渉低周波去痰器による喀
痰排出

• ストーマ処置

• 皮膚科軟膏処置

• 膀胱洗浄

• 後部尿道洗浄

• 留置カテーテル設置

• 導尿

• 介達牽引

• 矯正固定

• 変形機械矯正術

• 消炎鎮痛等処置

• 腰部又は胸部固定帯固定

• 低出力レーザー照射

• 肛門処置

• 鼻腔栄養



在医総管・施医総管に包括される医療
材料

在宅医療では医療処置に必要な物品は、
ほとんど在総管・施設総管、または在宅療
養指導管理料などの診療報酬に含まれる
(特定保険医療材料等として、別に算定で
きる物品もある)。

在宅医療の治療や処置で必要な物品は、
医療機関が費用を負担して患者に提供し
なければならない。

ただし、患者や家族が要望した物品につい
て、医師が不必要、過剰と判断するような
物品の場合は、患者側に直接購入しても
らう方が望ましい。

• 衛生材料(ガーゼ代、絆創膏代等)

• オムツ交換や吸引などの処置時に
使用する手袋代

• ウロバッグ代

• 骨折や捻挫の際に使用するサポー
ターや三角巾

• 医療機関が提供する在宅医療で使
用する衛生材料等

• 食事のとろみ剤やフレーバーの費用



算定例

在医総管を算定している場合、別に衛生材料の費用を患者から徴収でき
るか

できない

衛生材料代は在医総管に包括される。



ご清聴ありがとうございました

次回勉強会

6月20日(金)13:00～

お困りごと、ご質問等ございました
ら下記メールアドレスへお気軽にご
連絡ください。

info@medical-takt.com
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